
４節　防災危機管理　（災害に強く、安心して暮らせる村）

1 防災拠点及び地域交流施設整備事業

2 災害要援護者台帳整備事業

3 自主防災組織補助金交付事業

4 防災行政無線機能強化事業

5 防災体制整備事業

6 消火栓設置事業

7 交通安全対策特別交付金事業

実施計画（平成29年度～平成31年度）　事業一覧（節毎）



実 施 計 画 書 （平 成 ２９ 年 度 ～ 平 成 ３１ 年度 )

事業区分 継続事業

事 業 名 防災拠点及び地域交流施設整備事業
平成29年度
事　業　費

11,000 千円
実施計画総事業費
(平成29～31年度）

81,000 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

災害時等における迅速な対応を行えるよう、防災訓練を行うととも
に、地域交流を促進しながら地域一体となった防災への意識を高め
るため、防災拠点施設整備を行う。

施策の大綱 ４節 防災危機管理（災害に強く、安心して暮らせる村） 企画課

基本施策

％その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円

地方債 2,200 千円 20 ％ 地方債 14,000 千円 20 ％ 地方債

① 防災施設の整備 担当係 企画調整係

② 避難経路、避難施設の整備 担当名 安里

その他関係施策 内線番号 302

事業期間 平成 28 年 ～ 平成 30 年

県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名

実施施策

積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

中城村は土砂災害の恐れのある地域が多く、本施設を整備する「サンヒルズタウン」も地すべり
危険箇所に指定されている。そのため、防災訓練を行うとともに地域交流を促進しながら、地域
一体となった防災意識の向上を図り、土砂災害や暴風等の災害時に迅速な対応が取れるよう防災
拠点施設の整備を行う。

防災拠点施設を整備する。施設完成後は定期的に防災訓練及び地域交流のイベントを実
施し、防災意識を高めるとともに、地域交流を活発に行うことで、災害が発生した際に
迅速な対応ができる災害に強い地域づくりを図る。

平成29年度 平成30年度 平成31年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

委託料 11,000 実施設計委託料 工事費 70,000 新築工事費等

委託料 工事管理委託料等

国庫補助金名 一括交付金 56,000 千円 80 ％ 国庫補助金名 千円 ％
千円

70,000 合計 0

財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計

財 源 内 訳

合計 11,000

国庫補助金名 一括交付金 8,800 千円 80 ％
％

千円 ％
その他（　　　） 千円 ％

％ 一般財源 千円 ％ 一般財源一般財源 千円 千円 ％

目標
H30年度実施予定の建築工事を円滑に行うため、
基本設計を基にした実施設計を完成させる。

目標
基本設計・実施設計を基に建築工事を完成させ
る。 目標

今後の展開
H29年度は実施設計、H30年度に建築工事を実施予
定。

ＫＰＩ 防災拠点及び地域交流施設の完成 前年度との
相違点

前年度は実施設計を行う。H30年度は基本設計・
実施設計を基に建築工事を行う。

前年度との
相違点



千円

571 千円 100 ％
％その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　）

千円 ％
その他（　　　） 千円 ％

千円 ％ 地方債
％

地方債 千円 ％ 地方債
％ 県補助金名 千円県補助金名 千円 ％

千円 ％
県補助金名 千円

財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名

571 合計 571

財 源 内 訳

合計 571

国庫補助金名 千円 ％

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

571 システム保守 委託料 571 システム保守委託料 571 システム保守 委託料

災害時における要援護者への対応がスムーズにできるよう、高齢者や障害者等に支援できる情報
を整備する必要がある。
定期的に更新したり、新規の方を把握し登録する必要があり、専任のスタッフが望まれる。

災害時おける要援護者の情報を整備することにより、より早急な支援活動ができ、高齢
者や障害者の避難誘導や安否確認が行いやすくなる。

平成29年度 平成30年度 平成31年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

31 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 災害対策基本法 内線番号 260

事業期間 平成 29 年 ～ 平成

担当係 介護福祉

実施施策 ① 自主防災組織の育成・強化 担当名 比嘉昌子

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

災害時要援護者、一人暮らし高齢者や障害者など、個別の情報を整
備し、災害時に素早く支援できる情報を対象者に提供していく。
地図情報や支援者の連絡先をデータ化し備える。
28年度に一括交付金を活用し、システムの機能強化および嘱託看護
師を福祉課に一名配置し調査を実施、登録者を増やしている。

施策の大綱 ４節 防災危機管理（災害に強く、安心して暮らせる村） 福祉課

基本施策 ② 地域防災体制の育成・充実

実 施 計 画 書 （平 成 ２９ 年 度 ～ 平 成 ３１ 年度 )

事業区分 継続事業

事 業 名 災害要援護者台帳整備事業
平成29年度
事　業　費

571 千円
実施計画総事業費
(平成29～31年度）

1,713

100 ％ 一般財源一般財源 571 千円 100 ％ 一般財源 571 千円

ＫＰＩ 同意のある登録者約390人 前年度との
相違点

29年度の目標を継続し、改善があれば対応する
前年度との

相違点
30年度の目標を継続し、改善があれば対応する

目標 同意のある登録者を450人まで増やす

目標 同意のある登録者を500人まで増やす 目標 同意のある登録者を550人まで増やす
今後の展開 継続していく



目標 自主防災組織の増

目標 新たな自主防災組織の設立に向けての勉強会 目標 各自主防災組織と合同で避難訓練
今後の展開

各自治会長を集めての自主防災の勉強会等を開く
予定です。

ＫＰＩ
自主防災組織の増

（1団体→4団体　21自治会） 前年度との
相違点

自主防災組織の2団体の増（久場。北浜）
前年度との

相違点
自主防災組織の2団体の増（サンヒルズ）

100 ％ 一般財源 700 千円 100 ％ 一般財源一般財源 700 千円

実 施 計 画 書 （平 成 ２９ 年 度 ～ 平 成 ３１ 年度 )

事業区分 継続事業

事 業 名 自主防災組織補助金交付事業
平成29年度
事　業　費

700 千円
実施計画総事業費
(平成29～31年度）

2,100 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

自主防災組織が防災訓練を実施する際の費用や、組織の資機材整備
に要する費用について、補助金を交付することで支援する。また、
自主防災組織の知識がある専門家を及びし、勉強会を行う予定で
す。

施策の大綱 ４節 防災危機管理（災害に強く、安心して暮らせる村） 総務課

基本施策 ② 地域防災体制の育成・充実 担当係 総務係

実施施策 ① 自主防災組織の育成・強化 担当名 澤岻

その他関係施策 内線番号 213

事業期間 平成 25 年 ～ 平成 年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

沖縄県は、自主防災組織の結成率が全国に比して著しく低い。本村においても、平成28年10月現
在1組織にとどまっている。自主防災組織の結成促進を図るとともに、既存の組織の活動育成を図
り、地域の防災に対する取組みを促進することを必要とする。また、いかに自主防災組織の結成
促進を図るかが課題である。

これまで奥間地区自主防災会に補助金を交付し、組織の資機材拡充の一助となった。今
後、他の自主防災会を設立し補助をしていくことで、地域の防災に対する取組みや体制
の強化が図られ、地域住民の安全・安心な暮らしの確保につながる。

平成29年度 平成30年度 平成31年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目

補助金 700 資機材購入等補助金 補助金
事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

700 資機材購入等補助金 補助金 700 資機材購入等補助金

財 源 内 訳

合計 700

国庫補助金名

700 合計 700

財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名

千円 ％
県補助金名 千円 ％ 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ ％その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円

700 千円 100 ％



目標 アナログ子局15箇所をすべてデジタル化

目標
デジタル化した防災無線の避難訓練を行い、何が
必要か確かめる。 目標 各自主防災組織で簡単に使用できるように行う。

今後の展開
新庁舎建設に合わせ、情報伝達手段の多様化に向けた対
応のためのサーバー設置等も検討していく。

ＫＰＩ 防災無線デジタル化 前年度との
相違点

年2回ほど防災無線を使った避難訓練
前年度との

相違点
年3回ほど防災無線を使った避難訓練

20 ％ 一般財源 千円 ％ 一般財源一般財源 166,037 千円

実 施 計 画 書 （平 成 ２９ 年 度 ～ 平 成 ３１ 年度 )

事業区分 継続事業

事 業 名 防災行政無線機能強化事業
平成29年度
事　業　費

830,182 千円
実施計画総事業費
(平成29～31年度）

830,182 千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

地震・津波等いつ発生するかわからない大規模災害時や、台風・大
雨など比較的発生頻度の高い災害時等に、地域住民等に各種防災情
報を迅速かつ確実に伝達するため、本村の情報伝達手段の要である
防災行政無線の機能強化として、アナログ子局のデジタル子局化を
推進していく。

施策の大綱 ４節 防災危機管理（災害に強く、安心して暮らせる村） 総務課

基本施策 ② 地域防災体制の育成・充実 担当係 総務係

実施施策 ② 地域防災体制の整備・充実 担当名 澤岻

その他関係施策 内線番号 213

事業期間 平成 27 年 ～ 平成 29 年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

近年の日本はたびたび異常気象に見舞われており、平成25年からは「特別警報」が新設され、去
る台風第18号接近の際には、沖縄にも特別警報が発表された。本村においても、いつ起こるかわ
からない災害に備え、防災基盤整備の一環として、防災情報等を迅速かつ確実に村民等に伝達
し、適切な行動を取ってもらうよう、本村の情報伝達手段の要である防災行政無線の機能強化を
図る必要性がある。

各種防災情報を迅速かつ確実に地域住民等に伝達することで、地域住民に適切な防災行
動をとってもらい、生命や財産を守ることにつながる。

平成29年度 平成30年度 平成31年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目

工事請負費 830,182 防災無線工事

事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

財 源 内 訳

合計 830,182

国庫補助金名 一括交付金

0 合計 0

財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計

国庫補助金名 千円 ％ 国庫補助金名 千円 ％
県補助金名

664,145 千円 80 ％
県補助金名 千円 ％ 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％ 地方債 千円 ％
その他（　　　） 千円 ％ ％その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　） 千円

千円 ％



千円

千円 ％
％その他（　　　） 千円 ％ その他（　　　）

千円 ％
その他（　　　） 千円 ％

千円 ％ 地方債
％

地方債 千円 ％ 地方債
％ 県補助金名 千円県補助金名 町村支援事業 110 千円 10 ％

千円 ％
県補助金名 町村支援事業 70 千円 10

財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計

国庫補助金名 一括交付金 560 千円 80 ％ 国庫補助金名

700 合計 0

財 源 内 訳

合計 1,100

国庫補助金名 一括交付金 880 千円 80 ％

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

700 備蓄食料購入費需用費 700 備蓄食料購入費 需用費
備品購入費 400 電子機器(テレビ）

未曽有の被害をもたらした東日本大震災以降、防災に対する意識は否が応にも高まっている。本
村においても、いつ起こるかわからない災害に備え、災害に強く、安心して暮らせる村づくりを
推進するため、防災基盤の整備をしていく必要がある。

食糧や生活物資等を備蓄することによって、災害時においても、地域住民の安心・安全
な暮らしの確保に寄与する。
災害対策本部の機能強化により、効率的・実働的な災害対応が可能となる。

平成29年度 平成30年度 平成31年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

30 年 積算資料 無

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

その他関係施策 （4-①-３） 内線番号 213

事業期間 平成 26 年 ～ 平成

担当係 総務係

実施施策 ② 地域防災体制の整備・充実 担当名 澤岻

千円

事業概要 第 四 次 総 合 計 画 位 置 付 け 担 当 課

災害に強く、安心して暮らせる村づくりを推進するため、災害時等
に地域住民や観光客等が避難生活を送ることとなった際に、物資の
搬送が再開されるまでの食糧や生活物資等の備蓄を行う。また、災
害等が起こった際に、効率的・実働的な災害対応ができるよう、災
害対策本部の備品等の拡充を図る。

施策の大綱 ４節 防災危機管理（災害に強く、安心して暮らせる村） 総務課

基本施策 ② 地域防災体制の育成・充実

実 施 計 画 書 （平 成 ２９ 年 度 ～ 平 成 ３１ 年度 )

事業区分 継続事業

事 業 名 防災体制整備事業
平成29年度
事　業　費

1,100 千円
実施計画総事業費
(平成29～31年度）

1,800

10 ％ 一般財源一般財源 110 千円 10 ％ 一般財源 70 千円

ＫＰＩ 非常食1,750食と電子機器の購入 前年度との
相違点

非常食の備蓄率100％
前年度との

相違点
目標

当面の目標値である村人口の1/20の3日分の食糧（20,000人×1/20
×3日分＝9,000食）について、毎年1,500食ずつを目途に計画的に
備蓄していく。

目標
当面の目標値である村人口の1/20の3日分の食糧（20,000
人×1/20×3日分＝9,000食）について、毎年1,500食ずつ
を目途に計画的に備蓄していく。

目標
今後の展開

平成28年10月現在で村人口が20,000人を突破したため、
非常食の個数の見直しがある。



目標 消火栓設置　4基
今後の展開 配水管工事と同時に消火栓の新設・改修を行う

ＫＰＩ 消火栓設置数　12基（3年間） 前年度との
相違点

奥間・新垣地内
前年度との

相違点
伊舎堂・久場地内

目標 消火栓を設置し消火活動を支援する

目標 消火栓設置　4基

一般財源一般財源
その他（　　　） 消防組合負担金 2,000 千円 100 ％その他（　　　） 消防組合負担金 2,000 千円 100 ％その他（　　　） 消防組合負担金 2,000 千円 100 ％

地方債 千円 ％地方債

千円 ％一般財源 千円 ％％ 千円

千円 ％千円地方債 ％
県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％県補助金名 千円 ％

国庫補助金名 千円 ％国庫補助金名 千円 ％

合計 2,000

財 源 内 訳 財 源 内 訳

合計 2,000

国庫補助金名 千円 ％
財 源 内 訳

合計 2,000

工事費 2,000 消火栓の新設・改修

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

2,000 消火栓の新設・改修

事業費（千円）

工事費 2,000 消火栓の新設・改修 工事費

地域開発の動向に合わせて消火栓の新設・改修を行う必要がある。
消火栓の設置を計画的に行うことにより、村民の生命・財産を災害から守り、安心した
暮らしを実現する。

平成29年度 平成30年度 平成31年度
予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目

37 年 積算資料 有

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

事業期間 平成 13 年 ～ 平成

災害時の消火活動に必要な消火栓の設置

施策の大綱 ４節 防災危機管理（災害に強く、安心して暮らせる村） 上下水道課

基本施策

その他関係施策 内線番号 270

③ 消防・救急体制の拡充 担当係 上水道係

実施施策 ③ 消防救急施設の整備促進 担当名 銘苅

6,000 千円
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事 業 名 消火栓設置事業
平成29年度
事　業　費

2,000 千円
実施計画総事業費
(平成29～31年度）

実 施 計 画 書 （平 成 ２９ 年 度 ～ 平 成 ３１ 年度 )

事業区分 継続事業



実施施策

実 施 計 画 書 （平 成 ２９ 年 度 ～ 平 成 ３１ 年度 )

事業区分 継続事業

道路反射鏡、防犯灯、防護柵等を設置することで、交通安全上の危険性が除去され、地
域住民の生活利便性の向上及び安心、安全な街づくりに繋がる。

平成29年度 平成30年度 平成31年度

④ 交通安全対策の強化　 担当係 都市建設係

③ 安全施設の整備拡充 担当名 玉那覇大作

財 源 内 訳 財 源 内 訳 財 源 内 訳
90 ％

合計 2,000合計 2,000 合計 2,000

1,800 千円 90 ％国庫補助金名 交通安全特別対策交付金 1,800 千円 90 ％ 交通安全特別対策交付金 1,800 千円国庫補助金名 交通安全特別対策交付金 国庫補助金名
県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％ 県補助金名 千円 ％

その他（　　　） 千円

地方債 千円 千円 ％地方債 千円 ％
千円 ％％

地方債％

予算項目 事業費（千円） 内　容 予算項目 事業費（千円）

10 ％
その他（　　　）

工事請負費 2,000 道路反射鏡、防犯灯他 工事請負費 2,000 道路反射鏡、防犯灯他

都市建設課

基本施策

工事請負費 2,000 道路反射鏡、防犯灯他

内　容 予算項目 事業費（千円） 内　容

交通事故の発生を防止することを目的として、村内の危険箇所に道路反射鏡、防犯灯、防護柵等
を設置する。設置個所は、自治会からの要望及び民生員の意見を取り入れ決定する。自治会から
の要望が多く、危険と思われる場所を選定し設置順位を決定しているが、毎年の交付金額での新
設設置ができない状況である。又、施設も老朽化している為、台風等や大型車両等での破損が多
く維持管理上の予算確保が難しい状況である。

昭和 43 年 ～ 平成

事業を実施する必要性と現状の課題 事業実施効果

交通安全対策特別交付金は、昭和43年に道路交通法の改正により創
設された交通反則通告制度に基づき納付される反則金収入を原資と
して、交通安全施設（道路反射鏡、防犯灯、防護柵等）を整備し交
通安全上の危険箇所や利便性の向上、交通事故の発生を防止するこ
とを目的とする。

施策の大綱 ４節 防災危機管理（災害に強く、安心して暮らせる村）

％

年 積算資料 無

その他関係施策 内線番号 281

事業期間

千円

200 千円

実施計画総事業費
(平成29～31年度）

10 ％一般財源 200 千円 10 ％
その他（　　　）

6,000 千円
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事 業 名 交通安全対策特別交付金事業
平成29年度
事　業　費

2,000 千円

目標
各種要望をベースに、現場確認の上、必要度の高
い所を選定し、効果的に対策する。

目標 道路反射鏡4本、修繕6箇所、防犯灯3箇所

一般財源一般財源 200 千円

目標 道路反射鏡4本、修繕6箇所、防犯灯3箇所
今後の展開

維持管理による修繕と、有効的な対応ができるよ
う検討する。

ＫＰＩ 道路反射鏡4本、修繕6箇所、防犯灯3箇所 前年度との
相違点

前年度未整備分及び、新規要望の中から、優先度
の高いところを、予算の範囲内で整備する。

前年度との
相違点

前年度未整備分及び、新規要望の中から、優先度
の高いところを、予算の範囲内で整備する。


